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１ これまでの施策経緯

（１）平成１２年以前（循環型社会形成推進基本法、建設リサイクル法制定前）
○建設副産物のうち排出量・最終処分量で大きな割合を占めていたアスファルト・コンクリート塊、コン
クリート塊、建設発生土を重点対象品目とし、リサイクル原則化ルール等の施策を推進

○建設廃棄物全体の再資源化等率は平成１２年度には８５％と平成７年度の５８％より大幅に向上

（２）平成１２年～平成２０年以前（循環型社会形成推進基本法、建設リサイクル法制定後～建設リサイク
ル推進計画２００８策定前）

○建設リサイクル法によりコンクリート、木材、アスファルト・コンクリートを対象とする特定建設資材廃
棄物の分別解体、再資源化を義務づけ

○建設廃棄物全体の再資源化等率は平成１７年度には９２％、平成２０年度には９４％と平成１２年度
よりさらに向上

（３）平成２０年～平成２６年（建設リサイクル推進計画２００８策定後～推進計画２０１４策定前）
○「建設リサイクル推進計画２００８」を策定し、「①関係者の意識の向上と連携強化」、「②持続可能な
社会を実現するための他の環境政策との統合的展開」、「③民間主体の創造的取り組みを軸とした
建設リサイクル市場の育成と技術開発の推進」を柱とした各種施策を展開

○建設廃棄物全体の再資源化等率は９６％と平成２０年度よりさらに向上

（４）平成２６年～平成３０年（建設リサイクル推進計画２０１４策定後～現在）
○「建設リサイクル推進計画２０１４」を策定し、「①将来的な建設廃棄物の発生量の増加への対応」、
「②地域ごとに異なる建設リサイクルに係る課題」、「③循環型社会の形成に向けた建設リサイクル
分野としての貢献」の３つを主要課題として、重点施策７項目１６施策および引き続き取り組むべき
施策１０項目３７施策について取組を実施。

〇建設廃棄物全体の再資源化等率は、９７．２％と平成２６年度からさらに向上
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２ 中期的に目指すべき方向性

（１）対応すべき主要課題

①建設副産物の高い再資源化率の維持等、循環型社会形成へのさらなる貢献への対応
・建設廃棄物全体の廃棄物は97％となっており、高い再資源化率を維持している一方、
搬出量については、前回調査と比較すると若干増加傾向にあることから、引き続き、今
後も高い再資源化率を維持するための取組が必要。
・建設リサイクルの分野においても従来の廃棄側の目標指標だけではなく、リサイクルの
「質」の向上の視点を踏まえ、リサイクル後の利用のされ方に目を向けることが必要。

②社会資本の維持管理更新時代到来への対応
・高度経済成長期に整備された社会資本が老朽化し、本格的な維持管理・更新の時代に
突入し、維持管理・更新費で見れば、2018年比で10年後には1.2倍、30年度には1.3倍と
増大する など、中長期的に建設業における建設副産物の発生動向も変化していくこと
が想定されることから、中長期的な観点を持ちつつ、施策を実施する必要がある。

③建設業の生産性向上に資する対応等
・建設発生土等建設副産物物流の効率的なモニタリングの実施にはICT技術等は有効な
手段であり、今後、建設リサイクルの分野において、ICT等を活用した取組を進めていく
必要がある。
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２ 中期的に目指すべき方向性

品目 指標
H30
目標値

H30
実績値

次期目標値の
方向性

次期
目標値案

アスファルト・コン
クリート塊

再資源化率 99％以上 99.5％ 現状維持

コンクリート塊
再資源化率

99％以上 99.3％ 現状維持

建設発生木材
再資源化・
縮減率

95％以上 96.2％ 現状維持

建設汚泥
再資源化・
縮減率

90％以上 94.6％
より高い

目標値を設定

建設混合廃棄物

再資源化・
縮減率

60％以上 63.2％ 参考値

排出率 3.5％以下 3.1％
より高い

目標値を設定

品目 指標
H30
目標値

H30
実績値

次期目標値の
方向性

次期
目標値案

建設発生土 有効利用率 80%以上 79.8％
より高い

目標値を設定

第14回
小委員会
提示予定
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２ 中期的に目指すべき方向性

○建設廃棄物の再資源化率は、建設リサイクル法制定（H12）以降、大幅に向上。
○より高い目標値の設定が必要な「建設汚泥」「建設混合廃棄物」、「建設発生土」
以外については、100％を目標としつつ、95％以上は達成と判断することとしたい。

自治体数

自治体数

4建設副産物実態調査データより作成
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（廃塩ビ管除く）

建設廃棄物合計

２ 中期的に目指すべき方向性

○建設廃棄物全体の再資源化率は、おおむね高い値を示している。
○品目別に見ると、建設混合廃棄物・廃プラスチックは、最終処分される割合も依
然として高い。

建設廃棄物（品目毎）の最終処分率都道府県別の再資源化率と排出量の分布

平成30年度建設副産物実態調査データより作成 5



■アスファルト(As)塊、コンクリート(Co)塊
リサイクルフロー

出典：平成30年度建設副産物実態調査（国土交通省）

＜現象①＞
〇クラッシャラン類利用量のうち、再生ク

ラッシャランの利用率は37％。

現象①

アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊の再利用促進

＜検証すべき事項＞
○再生クラッシャランが余剰状態になって

いる可能性。

37％
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出典：平成30年度建設副産物実態調査（国土交通省）

＜現象➁＞
〇再生As合材として活用可能なAs塊が再生

クラッシャランとして利用されている。

＜考えられる要因＞
○再資源化施設によって保有設備が異なる

ため、再生As合材として再生する施設と、
再生クラッシャランとして再生する施設
が存在。

＜施策メニュー（案）＞
○ As塊は再生合材製造施設への搬出を義務

付けるよう「リサイクル原則化ルール」
の改正を検討する。

引き続き施策案を検討

■アスファルト(As)塊、コンクリート(Co)塊
リサイクルフロー

現象➁
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アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊の再利用促進（その２）



【近畿地区における取組事例】

〇各府県産廃協会が会員企業へ調査し、各府県産廃協会
ホームページに掲載

〇ＲＣ－４０等のストック状況が把握できる項目を調査
⇒月初再生品在庫量、月間再生品出荷量、月末再生品
在庫量、廃棄物受入量

〇調査開始当初（H27年度）より62事業所の協力がある
が、現状は情報提供施設数、更新頻度などにばらつき
が存在

（公社）大阪府産業資源循環協会ホームページ
（http://www.o-sanpai.or.jp/saiseisaiseki.html）

＜現象③＞
〇再資源化施設におけるストック状況等の

物流の把握・データ化を図る仕組み作り
の取組を実施したが、情報が不十分。

＜考えられる要因＞
○現状情報提供施設数や更新頻度などにば

らつきがあり、リアルタイムな情報を得
られない。

＜施策メニュー（案）＞
○再生クラッシャランのストック状況等に

ついて、効果的効率的な情報公開方法の
再検討

引き続き施策案を検討
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建設混合廃棄物の最終処分量削減

出典：平成30年度建設副産物実態調査（国土交通省）

＜現象➀＞
〇建設混合廃棄物は、未だに直接最終

処分場へ2割程度搬出されている。

＜検証すべき事項＞
(1)再資源化施設で受入困難な性状の混

合廃棄物が発生している可能性。
(2)近隣に建設混合廃棄物を受け入れる

施設がない可能性。
(3)運搬費を含めたコストが再資源化よ

り最終処分の方が安価である可能性。

現象①

■建設混合廃棄物のリサイクルフロー
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建設混合廃棄物の最終処分量削減（その２）

出典：平成30年度建設副産物実態調査（国土交通省）

■建設混合廃棄物のリサイクルフロー

現象➁

＜現象➁＞
〇現場から再資源化施設等へ搬出され

ても、約15％の廃棄物は最終処分され
ている。

＜考えられる要因＞
○受け入れた廃棄物を再資源化せずに、

最終処分している再資源化施設も存在
するなど、再資源化施設により再資源
化率が大幅に異なる（センサス結果よ
り）。

＜施策メニュー（案）＞
○再資源化率等の高い優良施設への優

先搬出の促進
○再資源化率等の高い優良施設に関す

る情報提供

引き続き施策案を検討
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建設混合廃棄物の排出量削減

出典：平成30年度建設副産物実態調査（国土交通省）

■建設混合廃棄物のリサイクルフロー

現象③ ＜現象③＞
〇現場から、混合状態の廃棄物が依然

として大量に発生している。

＜検証すべき事項＞
(1)現場分別が不徹底
(2)現場分別が推進されるほど、廃棄物

は多品目化、小口化し、単位重量当た
りの運搬費が高くなるケース有。
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建設汚泥の最終処分量削減

出典：平成30年度建設副産物実態調査（国土交通省）

■建設汚泥のリサイクルフロー

現象➀

＜現象➀＞
〇現場から場外に排出される建設汚泥の

約5％が、直接最終処分されている。

＜検証すべき事項＞
(1)最終処分場へ搬出した方がコスト的に

有利なケース有。
(2)再資源化施設で受入困難な性状の建設

汚泥が発生している可能性。
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出典：平成30年度建設副産物実態調査（国土交通省）

建設発生木材の最終処分量削減

■建設発生木材のリサイクルフロー
＜現象➀＞
〇場外排出量の2％が、直接最終処分

されている。

＜考えられる要因＞
(1)再資源化施設で受入困難な性状

（腐食、CCA処理木材など）の建設
発生木材が発生。

(2)最終処分場へ搬出した方がコスト
的に有利なケース有。

＜施策メニュー（案）＞
○排出事業者による再資源化施設へ搬

出可能なものの施設搬出の徹底
○直接最終処分の詳細調査を実施し、

更なる再資源化の可否について確認
〇リサイクル原則化ルールの徹底

現象➀

引き続き施策案を検討
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建設発生土の内陸受入地への搬出削減

出典：平成30年度建設副産物実態調査（国土交通省）

■建設発生土のリサイクルフロー

＜現象➀＞
〇場外搬出された建設発生土のうち、４割以

上が内陸受入地に搬出されている。

＜検証すべき事項＞
(1)工事間利用を促進する情報交換の仕組みの

機能がさらに発揮される可能性。
(2)コスト優先の搬出先選定により、工事間利

用、準有効利用が促進されていない可能性。

現象➀
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目標未達成品目の向上に向けた取り組み【建設発生土】

出典：平成30年度建設副産物実態調査（国土交通省）

■建設発生土のリサイクルフロー

現象➁

＜現象②＞
〇内陸受入地へ搬出されている土など、その後の

行き先が不明確な可能性がある土が４割以上存
在している。

＜考えられる要因＞
(1)適正な受入地等への搬出を徹底する仕組みが

ない。
(2)廃棄物とは違い、建設発生土のトレーサビリ

ティを確保する仕組みがない。

＜施策メニュー（案）＞
○適正な受入地等へ搬出する仕組みの検討
○建設発生土のトレーサビリティ確保策の実施

引き続き施策案を検討
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（参考）建設発生土の場外搬出量と経済指標等の比較

・建設発生土搬出量：平成30年度実績（平成30年度建設副産物実態調査）
・面積：平成30年10月1日時点の現況値（都道府県市町村別面積調）
・人口：平成30年10月1日時点の現況値（人口推計）
・建設工事完工高：平成30年度における実績値（建設工事施工統計調査報告）

○建設発生土の場外搬出量（地域別シェア）と他の経済指標（人口、面積など）を比
較すると、次の通りとなる。
○我が国の面積の10％未満の地域（三大都市圏）から、2割程度の建設発生土の搬出
がある。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設発生土搬出量

建設工事完工高

人口

面積

東京都 首都圏（埼玉、千葉、神奈川）
大阪府 近畿圏（京都、兵庫）
愛知県 その他の地域
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（参考）建設発生土の指定処分の状況等

平成30年度建設副産物実態調査データより推計

○建設発生土の指定処分の状況は、公共工事の約86%に対して、民間工事は約48%。
○建設発生土の行き先を契約事項として発注者が確認している指定処分とは違い、建
設発生土の行き先が受注者任せになる自由処分も多数存在。

公共・民間別建設発生土の指定処分の状況（率）
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発注者別建設発生土の指定処分の状況（量）
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〔○○%〕：指定処分率


